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いう安全性が評価され、以前から医師
などの内線用として導入している医療
機関が多かった。これまでの研究によ
ると、ＰＨＳは携帯電話に比べＳＡＲ
値が10～30分の１で、医療機器などに
与える影響はほとんどないと考えられ
ている。
　早くから医療分野におけるＰＨＳの
有用性に着目していた北岡氏による
と、ＰＨＳの医療分野への応用は、ま
ず病棟のナースコールと連動した内線
連絡手段としての導入が始まりで（医
療分野への第２世代のＰＨＳ応用）、
現在は第３世代として職員の院内連絡
用に使用が広がっているという。
　これまで、外線利用も可能なＰＨＳ
の導入は、私用電話として利用されて
しまう懸念がある事からあまり進んで
いなかった。しかし、ポケットベル事
業者のサービス終了や、ウィルコムが
始めた音声通話の定額サービスによっ
て、外線用としてもＰＨＳが使用され
る可能性が一気に高まっている。
　もともと、京都医療センターでは、
ＰＨＳの実用化初期から医師や看護師
などに院内連絡用として内線ＰＨＳを
配備。すでに約350台が稼働していた。
それに今回、ウィルコムの定額サービ
スを利用して、内線外線いずれにも使
えるＰＨＳを135台、常勤医師を中心に
配備。これによって、病院内外を問わ
ずいつでも緊急連絡を取り合える環境
を構築したのである。

● メリット多い医療分野への
                           ＰＨＳ利用
　
　京都医療センターでＩＴ化の陣
頭指揮にあたっているのが、産科
医として産科医療にあたる一方、
医療情報部長を兼務する北岡有喜
氏だ。同医療センターへのＰＨＳ
の本格導入について、北岡氏は
「現在、院内での内線連絡手段と
してＰＨＳを導入している医療機
関が多いが、コスト面が定額とい
う事で安心、かつ導入によるリス
クマネジメント面でのメリットも
大きいため、内線だけでなく、外
線もＰＨＳに切り替えたほうが患
者サービスの向上につながる。今
後、医療機関での導入が爆発的に
増加するのではないか」と述べ、
医療分野におけるＰＨＳ導入のメ
リットを強調している。

● 安全性の高さから
            医療機関への導入進む
　
　いまや日本の携帯電話・ＰＨＳ
の契約数は約9000万件に達し、人
口の70％以上をカバーするまでに
なっている。そのほとんどは携帯
電話が占めているが、昨年ごろよ
りＰＨＳ加入者数の伸びが勢いを
増してきている。
　医療分野では、ＰＨＳの持つ微
弱な電磁波、そして低ＳＡＲ値と

● コストやリスクマネジメント面からも
　　　　　　　　　　　　　 高い有用性
　
　ウィルコムが昨年12月から始めた定
額サービスの医療福祉機関向け専用料
金（対象は社会福祉事業者、公的医療
機関、医療法人）は、通常の月額料金
2900円より900円安い2000円（税
込）。従来のポケットベル利用時と同
程度のコストで、ウィルコムへの通話
とすべてのＥメールが定額で使い放題
であることから、京都医療センターで
も予算的に問題はなく、ちょうどポ
ケットベルの契約更新に合わせＰＨＳ
を導入することができたという。
　また北岡氏は次のように述べ、院内
全体の音声通話手段をＰＨＳ主体に切
り替えることで、コストも大幅に削減
できると指摘する。
　「音声通話は、いつでもどこでもつ
ながるのが理想。そうなると固定電話
ではなくハンディーフォンが良いにき
まっている。マイクロセル方式のＰＨ
Ｓは患者さんにとって優しい出力帯
で、ペースメーカーなどの患者の体内
機器や院内の医療機器に与える影響は
極めて低く、実際にはまったく問題な
く運用できる。しかも、交換機の経費
や交換業務の人件費、電話回線の維持
管理費などを考えると、全面的にＰＨ
Ｓに切り替えた方が、医療機関の音声
通話にかかるコストは少なくとも半分
から３分の１程度で済むはずだ。ＰＨ
Ｓの利用がもっと広がれば、医療機関

同士の連絡も定額料金に含まれるよう
になるため、さらにコストはさがるこ
とが見込める」。
　このほか北岡氏は、ＰＨＳ導入の意
義は日常業務の迅速化をもたらすだけ
でなく、救急時や災害時の医療活動に
おいても確実につながる通信手段とし
ても有用性は高いと強調。ウィルコム
が始めたサービスについて、「医療機
関にとっては非常にありがたいシステ
ムだ」と絶賛している。
　同院では今後、現在一部残っている
院内連絡用ＰＨＳを更新時期に合わせ
てウィルコムの定額サービスに順次切
り替え、内線・外線ともに使えるよう
に職員に配備していく方針。それに合
わせて、固定電話の交換機や固定電話
端末を段階的に整理することを検討し
ていくという。

● 医療のユビキタス実現に広がる
                                    可能性
　
　さらに北岡氏は「第４世代の段階と
して、ＰＨＳが外線でも使用されるよ
うになると、その次には、電子カルテ
の診療録管理システムと職員の勤務管
理システムの連動が必要になってく
る。第５世代以降のＰＨＳではそれが
実現するだろう」と述べ、ＰＨＳの今
後の発展にも期待を寄せる。
　とくにその可能性を期待させる製品
が実用化されている。それが、ウィル
コムが昨年12月に発売し、爆発的な人

気を博している「Ｗ－ＺＥＲＯ３」だ
という。同製品は、ＰＨＳやＰＤＡの
機能を融合させたハイテク複合端末。
さらには無線ＬＡＮ機能も搭載してい
るため、常時接続が可能な高速イン
ターネット端末として使える。
　北岡氏は「どこカル.ネット」とい
うＮＰＯ法人を立ち上げ、行政や地
域医療機関とも連携しながら、同セ
ンターを核に地域医療情報ネット
ワークに関するさまざまな取り組み
を進めている。その中で、ウェブカ
ルテを共有する地域医療情報ネット
ワーク事業を推進しているが、こう
した機能を持つ端末を使えば、ウェ
ブカルテをどこでも見ることができ

る医療環境が実現する。
　北岡氏は今後、同製品を使って
実証実験を進める計画だが、「将
来はこうした端末の実用化で、医
療機関ごとの電子カルテシステム
をインターネット上でいつでもど
こでも、安全に相互利用すること
ができるだろう」と予想してい
る。ウィルコムへの今後の要望と
しては、「唯一不便なのは海外で
はまだ一部でしか使えないこと。
将来は国内だけでなく、海外でも
もっと使えるようになればメリッ
トはさらに広がる」と述べ、ＰＨ
Ｓのさらなるサービス向上に期待
を寄せている。

北岡有喜氏
京都医療センター外観
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　2001年から始まった政府の「e-Japan重点計画」を契
機として、さまざまな分野でＩＴ社会の実現に向けたインフ
ラ整備が本格化する中、医療分野でも電子レセプトや電子カ
ルテなど、ＩＴを活用した医療提供体制の構築が進み始めて
いる。こうした中、独立行政法人・国立病院機構京都医療セ
ンター（京都市伏見区、600床）は、ウェブカルテによる

地域医療情報のネットワーク化を推進するなど、ＩＴ導入
に先駆的に取り組んでいる。その一環として、ＰＨＳ大手
のウィルコムが昨年12月から始めた医療福祉機関向け専用
料金での音声定額サービスを利用することで、ＰＨＳを大
量導入。将来的には内線、外線とも、音声通話の端末をＰ
ＨＳ主体に切り替えていく方針を打ち出している。


